
国立研究開発法人森林研究・整備機構入札監視委員会設置要領 

 

平成２０年１２月１０日 

２０森林総研第１１６７号 

                         最終改正 ３１．４．１９（３１森林機構第０１１６０１号） 

 

 （目的） 

第１条 この要領は、国立研究開発法人森林研究・整備機構契約事務取扱規程（１３森林 

総研第８６号。以下「契約事務取扱規程」という。）第５条の２の規定に基づき設置す

る国立研究開発法人森林研究・整備機構入札監視委員会（以下「委員会」という。）の 

構成及び運営に関し必要な事項を定めることを目的とする。 

 

 （定義） 

第２条 この要領における用語の定義は、契約事務取扱規程に定めるところによる。 

 

 （組織） 

第３条 委員会は、委員３名以上をもって組織する｡ 

２ 委員は、公共工事に関する学識経験等を有し、かつ、公正中立の立場を堅持できる者 

の中から理事長が委嘱する｡ 

３ 委員の任期は、１年以内とし、再任を妨げない｡ 

４ 委員が欠けた場合における補欠の任期は、前項の規定にかかわらず、前任者の残任期 

間とする｡ 

５ 委員会に、委員長を置く｡ 

６ 委員長は、委員の互選により選出する｡ 

７ 委員長は、委員会を統括し、委員会を代表する｡  

 

 （所掌事務） 

第４条 委員会は、理事長の要請に基づき、理事長等が発注した工事及び測量・建設コン

サルタント等業務（工事にあっては予定価格が２５０万円を超えないもの及び測量・建 

設コンサルタント等業務にあっては予定価格が１００万円を超えないもの並びに機構

の行為を秘密にする必要があるものを除く｡）に関し、入札及び契約手続きの運用状況

について理事長等から以下の項目による報告を受け、当該運用状況について調査審議す

る｡ 

 

 工事 

   （１）一般競争方式の場合 

     ア 工事名 

       イ 工事概要 

       ウ 競争参加資格及びその資格をどのように設定したかの説明 

     エ 競争参加業者数 

     オ 競争参加資格がないと認めた業者がいた場合は、その理由の説明 

     カ 入札経緯及び結果の説明 

   （２）公募型及び工事希望型の指名競争方式の場合 

     ア 工事名 



       イ 工事概要 

       ウ 工事のランク 

     エ 公募参加業者数（工事希望型にあっては、技術資料の提出を要請した業者 

      数） 

     オ 技術資料を提出した業者の中から指名業者を指名した考え方の説明（工事 

      希望型にあっては、技術資料の提出を要請した業者を選定した考え方の説明 

      を含む。） 

     カ 入札経緯及び結果の説明 

   （３）（２）以外の指名競争方式の場合 

     ア 工事名 

       イ 工事概要 

       ウ 工事のランク 

     エ 指名業者数 

     オ 対象ランクの業者の中から指名業者を指名した考え方の説明 

     カ 入札経緯及び結果の説明 

   （４）随意契約の場合 

       ア 工事名 

       イ 工事概要 

       ウ 随意契約にした理由 

     エ 契約業者名 

     オ 契約価格 

なお、抽出事案については、当該工事の施工体系図及び下請代金額が明記され

ているものを資料として提出すること。 

 

 測量・建設コンサルタント等業務 

   （１）一般競争方式の場合 

     ア 業務名 

       イ 業務概要 

       ウ 競争参加資格及びその資格をどのように設定したかの説明 

     エ 競争参加業者数 

     オ 競争参加資格がないと認めた業者がいた場合は、その理由の説明 

     カ 入札経緯及び結果の説明 

   （２）指名競争方式の場合 

     ア 業務名 

       イ 業務概要 

       ウ 指名業者を指名した考え方 

     エ 入札経緯及び結果の説明 

   （３）随意契約の場合 

       ア 業務名 

       イ 業務概要 

       ウ 随意契約にした理由 

     エ 契約業者名 

     オ 契約価格 

 



 （委員会の開催） 

第５条 前条に掲げる事務に係る委員会は、必要に応じて年１回以上開催するものとし、 

理事長が招集する。 

２ 委員会は、非公開とする｡ 

  

 （意見の具申又は勧告） 

第６条 委員会は、審議の結果、報告があった運用状況の内容、審査した対象工事に係る 

理由若しくは経緯等について、不適切な点又は改善すべき点があると認めたときは、必 

要に応じて、理事長に対し意見の具申又は勧告を行うことができる｡ 

２ 理事長は、委員会から意見の具申又は勧告を受けたときは、当該事案に係る理事長等 

にその改善等の措置を命ずるものとし、当該理事長等は、講じた措置について、理事長 

に報告するものとする｡ この場合において、理事長は、当該理事長等が講じた措置に 

ついて、委員会に報告するものとする｡  

３ 委員会は、第１項の意見の具申又は勧告を行った場合において、必要があると認める 

ときは、その内容を公表することができる｡ 

 

 （委員会への運用状況等の報告） 

第７条 理事長等は、第４条の報告を行う場合には、委員会開催日の前々月以前に発注し

た工事及び測量・建設コンサルタント等業務について次に掲げる書面を提出して行うも 

のとする。 

 一 発注した工事については、発注工事一覧表（総括表）（別紙様式１－１）及び入札 

  方式別発注工事一覧表（別紙様式１－２（その１）及び（その２）） 

 二 発注した測量・建設コンサルタント等業務については、発注業務一覧表（総括表） 

  （別紙様式２－１）及び入札方式別発注業務一覧（別紙様式２－２） 

 三 談合情報等への対応状況（様式は、任意とする｡） 

 

 （守秘義務） 

第８条 委員は、委員会の事務を処理する上で知り得た秘密を他に漏らしてはならない。 

その職を退いた後も、また同様とする。 

 

 （事務局） 

第９条 委員会に関する事務は、森林総合研究所監査室が行う。 

  ただし、委員会における契約案件に関する説明等は、当該契約案件の担当組織長等が 

行うものとする。 

 

 （公表） 

第 10 条 理事長は、次に掲げる事項について、これを公表する｡ 

 一 委員の構成 

 二 審議に係る議事の概要 

 

    附 則 

 この要領は、平成２０年１２月１０日から施行する。 

 

  附 則 （平成２６年３月３１日 ２５森林総研第１４５７号） 



  この要領は、平成２６年４月１日から施行する。 

 

    附 則 （平成２６年７月１１日 ２６森林総研第４６９号） 

  この要領は、平成２６年７月１１日から施行する。 

 

    附 則 （平成２７年３月３１日 ２６森林総研第１４７２号） 

  この要領は、平成２７年４月１日から施行する。 

 

    附 則 （平成２９年３月３１日 ２８森林総研第１７４４号） 

  この要領は、平成２９年４月１日から施行する。 

 

  附 則 （平成３１年４月１９日 ３１森林機構第０１１６０１号） 

 この要領は、平成３１年５月１日から施行する。



 


